
令和７年度各会計別決算状況

予算現額 歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額

（A) （B) （C) （B-C)（D) 逓次繰越 明許繰越 事故繰越 合計（E) 歳入（Ｂ／Ａ） 歳出（Ｃ／Ａ）

12,581,806 12,020,730 11,728,114 292,616 689 62,906 0 63,595 229,021 95.5 93.2

1,772,003 1,715,477 1,609,296 106,181 0 0 0 0 106,181 96.8 90.8

1,821,474 1,765,177 1,659,004 106,173 0 0 0 0 106,173 96.9 91.1

973 988 720 268 0 0 0 0 268 101.5 74.0

186,078 194,352 170,424 23,928 0 4,400 0 4,400 19,528 104.4 91.6

285,031 283,881 283,558 323 0 0 0 0 323 99.6 99.5

16,647,365 15,980,605 15,451,116 529,489 689 67,306 0 67,995 461,494 96.0 92.8

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額

（B) （C) （B-C)（D)

収益的収支 266,532 217,545 48,987

資本的収支 123,629 192,007 △ 68,378

収益的収支 1,049,444 836,563 212,881

資本的収支 515,090 952,051 △ 436,961

収益的収支 395,504 247,882 147,622

資本的収支 0 100,000 △ 100,000

大栄歴史文化学習館特別会計

（単位：千円）

会　　計　　名
翌年度へ繰り越すべき財源 実質収支額

（Ｄ－Ｅ）
（Ｆ）

予算に対する決算額の比率

一般会計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計

栄財産区特別会計

下水道事業会計

風力事業会計

後期高齢者医療事業特別会計

合　　　計

会　　計　　名

水道事業会計



令和７年度決算（一般会計）

決算規模の推移（一般会計）

地方交付税

4,037,929千円（34%）

国庫支出金

1,623,877千円（14%）

町税

1,496,295千円 （13%）

町債

1,277,100千円 （11%）

県支出金

867,381千円（7%）

寄附金

800,512千円 （7%）

繰入金

565,082千円 （5%）

繰越金

416,604千（3%）

地方消費税交付金

374,474（3%） 諸収入

281,213千円（2%） 地方譲与税

93,507千円（1%）

民生費

3,153,295千円（27%）

総務費

2,364,103千円（20%）

土木費

1,294,112千円（11%）

教育費

1,225,149千円 （10%）

商工費

1,143,901千円 （10%）

衛生費

840,770千円 （7%）

公債費

765,114千円 （7%）

農林水産業費

572,382千円（5%）

その他 369,288千円（3%）
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11,966
11,355 11,560 11,103

12,360 12,021
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歳出

１１７億円

（百万円）

自主財源

30%

依存財源

70%

町税

1,496,295千円 （12%）

寄附金

800,512千円（7%）

繰入金

565,082千円（5%）

繰越金

416,604千円（3%）

諸収入

281,213千円（2%）

使用料・手数料ほか

110,096千円（1%）
地方交付税

4,037,929千円（34%）

国庫支出金

1,623,877千円 （13%）

町債

1,277,100千円

（11%）

県支出金

867,381千円（7%）

その他

544,641千円 （5%）

歳入

1２０億円



歳入決算額の推移（一般会計）

町税と人口の推移

自主財源

町税や使用料、手数料など、地方自治体が自主的に集める

ことができる収入です。

6,893 6,914 6,574 6,388

8,864
8,001 7,789 7,173

8,411 8,351

1,742 1,788
1,483 1,424

1,646
1,938 2,329

2,467

2,521 2,1741,357 1,411
1,423 1,429

1,421
1,415 1,442

1,463

1,427
1,496

31.0% 31.6%
30.7%

30.9%
25.7%

29.5%
32.6%

35.4%

31.9% 30.5%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

依存財源 その他自主財源 町税 自主財源の割合

（百万円）
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依存財源

地方交付税や国庫支出金、借入金（町債）など、国や県

から交付されたり割り当てられる収入です。



普通会計決算状況（地方財政状況調査より）

①歳入決算額

金額（Ａ） 構成比

１　自主財源 3,663,628 30.5 3,939,811 31.9 △ 276,183 △ 7.0

町税 1,496,289 12.4 1,427,393 11.6 68,896 4.8

分担金及び負担金 13,800 0.1 12,405 0.1 1,395 11.2

使用料及び手数料 55,889 0.5 59,876 0.5 △ 3,987 △ 6.7

財産収入 48,589 0.4 82,096 0.7 △ 33,507 △ 40.8

寄附金 800,512 6.7 798,848 6.5 1,664 0.2

繰入金 560,265 4.6 550,528 4.5 9,737 1.8

繰越金 416,604 3.5 548,846 4.4 △ 132,242 △ 24.1

諸収入 271,680 2.3 459,819 3.7 △ 188,139 △ 40.9

8,350,929 69.5 8,411,385 68.1 △ 60,456 △ 0.7

地方譲与税 93,507 0.8 92,483 0.7 1,024 1.1

利子割交付金 3,061 0.0 894 0.0 2,167 242.4

配当割交付金 12,128 0.1 12,984 0.2 △ 856 △ 6.6

株式等譲渡所得割交付金 18,624 0.2 17,003 0.1 1,621 9.5

法人事業税交付金 17,799 0.2 19,935 0.2 △ 2,136 △ 10.7

地方消費税交付金 374,474 3.1 346,763 2.8 27,711 8.0

自動車税環境性能割交付金 10,742 0.1 11,008 0.1 △ 266 △ 2.4

地方特例交付金等 12,628 0.1 72,453 0.6 △ 59,825 △ 82.6

地方交付税 4,037,929 33.6 3,939,615 31.9 98,314 2.5

交通安全対策特別交付金 1,678 0.0 1,720 0.0 △ 42 △ 2.4

国庫支出金 1,623,877 13.5 1,479,372 12.0 144,505 9.8

県支出金 867,382 7.2 781,355 6.3 86,027 11.0

町債 1,277,100 10.6 1,635,800 13.2 △ 358,700 △ 21.9

12,014,557 100.0 12,351,196 100.0 △ 336,639 △ 2.7

※引き上げ分の地方消費税収（218,739千円）は、社会保障施策に要する経費の財源となります。

２　依存財源

歳　入　合　計

区分
令和７年度決算額 令和６年度決算額

金額（B） 構成比

(単位：千円、％）

（Ａ－Ｂ） （Ａ／Ｂ）

比　　較 増減率



②歳出決算額（目的別）

金額（Ａ） 構成比

１　議会費 97,736 0.8 107,351 0.9 △ 9,615 △ 9.0

２　総務費 2,354,358 20.1 2,288,556 19.2 65,802 2.9

３　民生費 3,514,207 30.0 3,277,954 27.5 236,253 7.2

４　衛生費 505,308 4.3 504,209 4.2 1,099 0.2

５　農林水産業費 572,330 4.9 590,348 4.9 △ 18,018 △ 3.1

６　商工費 1,118,498 9.6 1,362,655 11.4 △ 244,157 △ 17.9

７　土木費 1,315,626 11.2 1,324,065 11.1 △ 8,439 △ 0.6

８　消防費 271,553 2.3 257,614 2.2 13,939 5.4

９ 教育費 1,207,212 10.3 1,510,913 12.7 △ 303,701 △ 20.1

1０ 公債費 765,113 6.5 707,592 5.9 57,521 8.1

1１ 災害復旧費 0 0.0 3,335 0.0 △ 3,335 △ 100.0

歳出合計 11,721,941 100.0 11,934,592 100.0 △ 212,651 △ 1.8

(単位：千円、％）

増減率令和７年度決算額 比　　較令和６年度決算額

金額（B） 構成比
目的別

（Ａ／Ｂ）（Ａ－Ｂ）
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③歳出決算額（性質別）

１　人件費 2,250,254 19.2 2,150,838 18.0 99,416 4.6

２　物件費 1,824,627 15.6 1,485,775 12.4 338,852 22.8

３　維持補修費 73,225 0.6 40,540 0.3 32,685 80.6

４　扶助費 1,463,252 12.5 1,567,655 13.1 △ 104,403 △ 6.7

５　補助費等 1,959,823 16.7 2,017,319 16.9 △ 57,496 △ 2.9

６　普通建設事業費 1,826,575 15.6 2,371,934 19.9 △ 545,359 △ 23.0

７　災害復旧費 0 0.0 3,335 0.0 △ 3,335 △ 100.0

８　公債費 765,113 6.5 707,592 5.9 57,521 8.1

９　積立金 577,336 4.9 627,046 5.3 △ 49,710 △ 7.9

10 投資及び出資金 278,100 2.4 300,020 2.5 △ 21,920 △ 7.3

11 貸付金 14,550 0.1 15,250 0.1 △ 700 △ 4.6

12 繰出金 689,086 5.9 647,288 5.4 41,798 6.5

歳出合計 11,721,941 100.0 11,934,592 100.0 △ 212,651 △ 1.8

構成比金額（B）構成比

※下水道事業繰出金（７９３,６５１千円）は、決算統計において補助費等（51５,８５１千円）、投資及び出資金
（２７７,８０0千円）として計上しています。

性質別

(単位：千円、％）

令和６年度決算額 比　　較 増減率

（Ａ／Ｂ）（Ａ－Ｂ）

令和７年度決算額

金額（Ａ）
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④義務的経費の推移

⑤投資的経費の推移

義務的経費 人件費、扶助費、公債費は毎年支出が義務付けられ、節減す

ることが難しい経費です。

義務的経費の割合が高くなると、自由に使えるお金が少なく

なります。そうなると、新たな事業やサービスなどが難しくな

ります。
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投資的経費 道路や施設など将来に残るものに支出される経費です。

通常は、道路や公園、学校、公民館その他の公共用施設の新

増設や大規模修繕、大型備品の購入などに要する経費（普通建

築事業費）です。
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⑥繰出金の推移
（単位：千円）

R3 R４ R5 R６ R７

796,638 881,274 850,715 819,797 793,651

239,602 250,326 278,841 277,592 327,028

235,630 229,038 229,833 229,437 234,241

128,061 130,869 130,284 131,468 126,743

11,916 9,437 11,590 8,791

1,263 4,995 7,710

0 0 0 0 1,074

1,413,110 1,505,939 1,508,973 1,467,085 1,482,737

⑦基金残高の推移
（単位：千円）

R3 R4 R5 R６ R７

1,756,617 2,243,386 2,080,139 2,137,737 2,115,233

104,680 104,684 204,688 333,799 449,684

537,876 542,341 600,201 540,009 599,110

1,140,000 1,140,000 1,140,000 1,140,000 1,054,590

3,539,173 4,030,411 4,025,028 4,151,545 4,218,617

区　　　分

大栄歴史文化学習館特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

財 政 調 整 基 金

下 水 道 事 業 会 計

国民健康保険事業特別会計

減 債 基 金

そ の 他 目 的 基 金

ま ち づ く り 基 金

合　　　計

農業集落排水事業特別会計

合併処理浄化槽事業特別会計

区　　　分

合　　　計
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⑧地方債残高の内訳
（単位：千円）

令和６年度末
現在高

令和７年度
発行額

令和７年度
元金償還額

一般会計債 8,183,289 1,277,100 713,913 8,746,476

普通債 6,277,644 1,277,100 409,621 7,145,123

災害復旧 115,448 0 20,171 95,277

その他 1,790,196 0 284,121 1,506,075

減収補てん債 11,664 0 1,943 9,721

臨時財政対策債 1,777,103 0 281,068 1,496,035

減税補てん債 1,429 0 1,110 319

⑨地方債年度別借入額の推移

(3)

令和７年度末
現在高
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公共施設の整備には一時的に多額のお金が必要になります。これをその年度

の収入だけで賄うと、ほかのサービスが提供できなくなる可能性があります。

また、整備した施設は現在の町民だけでなく、将来の町民も利用するものであ

るため、負担の公平性を図る観点から、町債（借金）を活用し、世代間で平等

に費用を負担します。

（百万円）



地方債残高の推移（各会計）

（単位：百万円）

R3 R４ R5 R６ R７

7,464 7,327 7,226 8,183 8,746

69 57 47 8 0

0 0 0 0 0

33 23 15 8

0 0 0 0 0

36 34 32

0 0 0 0 0

8,474 7,834 7,121 6,458 5,936

1,013 990 966 957 1,016

7,461 6,844 6,155 5,501 4,920

0 0 0 0 0

16,007 15,218 14,394 14,649 14,682

※ 一般会計及び特別会計は出納閉鎖の5月末時点。

※ 公営企業会計は3月末時点。

会     計     名

一 般 会 計

特 別 会 計

住宅新築資金等貸付事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

合併処理浄化槽事業特別会計

大栄歴史文化学習館特別会計

公 営 企 業 会 計

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

風 力 発 電 事 業 会 計

合　　　計
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財政力指数の推移

経常収支比率の推移
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経常収支比率 地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経

常的に収入される財源のうち、人件費、扶助費、公債費のように義

務的に支出される経費に充てた割合。
★財政構造の弾力性を示す指標で、この比率が低いほど弾力性が大きいこと

を示します。
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財政力指数

地方公共団体の財政力を示す指数。標準的な行政サービスを行う

ために必要な財源を、どの程度自力で調達できるかを示します。
★この数値が大きいほど財政力が強く、１未満の場合は国から普通交付税が交

付されます。

（％）

（％）



 

健全化判断比率等の状況（令和７年度決算）について 

 

1 概 要 

 

 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19年 6月 22日公布）」に基づき算定

するもので、地方公共団体の財政の健全度を表す「健全化判断比率（①実質赤字比率 ②連

結実質赤字比率 ③実質公債費比率 ④将来負担比率）と公営企業の健全度を表す「資金不

足比率」を公表します。 

 

※毎年度、監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、公表しなければならないとされて

います。 

 

２ 対象会計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※地方公社・第三セクター等…債務保証及び損失補償契約を締結していない団体は除外 

鳥取県町村総合事務組合 

鳥取県後期高齢者医療広域連合 

 

 

実
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字
比
率 連

結
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比
率 

実
質
公
債
費
比
率 

将
来
負
担
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率 

資
金
不
足
比
率 

国民健康保険事業特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計 

介護保険事業特別会計 

水道事業会計 

下水道事業会計 

風力発電事業会計 

大栄歴史文化学習館特別会計 

一般会計 

 
一般会計等 

うち 

公営企業 

会計 

特別会計 
北
栄
町 

公営事業 

会計 

鳥取中部ふるさと広域連合 

一般会計 

（一部事務組合・広域連合） 

（地方公社・第三セクター等） 
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３ 令和７年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率の算定結果 

 

  令和７年度決算に基づいて、健全化判断比率を算定したところ、いずれも国の示した早

期健全化基準を大きく下回っており、「健全」な状況となっています。 

指標 令和７年度 令和６年度 早期健全化基準 財政再生基準 

健
全
化
判
断
比
率 

①実質赤字比率 ―（赤字なし） ―（赤字なし） 14.58％※ 20％ 

②連結実質赤字比率 ―（赤字なし） ―（赤字なし） 19.58％※ 30％ 

③実質公債費比率 8.9％ 9.4％ 25％ 35％ 

④将来負担比率 41.2％ 40.0％ 350％  

⑤資金収支比率 ―（資金不足なし） ―（資金不足なし） 
経営健全化基準 

20％ 
 

 ※実質収支または連結実質収支は黒字であるため、「－」表示となります。 

 

 

 

①実質赤字比率 

  実質赤字比率とは、地方公共団体の一般会計等の赤字額を標準財政規模の額で除して

赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示すものです。 

 

 

 

 

 

                                  （単位：千円） 

区  分 
実質収支額 

令和７年度 令和６年度 増減額 増減率 

一般会計 229,021 320,383 △91,362 △28.5% 

 

標準財政規模 5,727,740 5,620,854 106,886 1.9%  

実質赤字比率（％） ― ― ― ― 

※実質収支＝歳入総額―歳出総額－翌年度へ繰り越すべき財源 

 

  令和７年度の実質赤字比率は、一般会計の実質収支が黒字だったため、算定されません

でした。 

一般会計等の実質赤字額（実質収支額） 
実質赤字比率 ＝                        

標準財政規模 
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②連結実質赤字比率 

  連結実質赤字比率とは、すべての会計の黒字や赤字を合算し、標準財政規模の額で除し

て地方公共団体としての赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示すもので

す。 

 

 

 

 

 

 

                                  （単位：千円） 

区  分 実質収支額 

 令和７年度 令和６年度 増減率 

一般会計 229,021 320,383 △28.5% 

国民健康保険事業特別会計 106,181 105,533 0.6% 

後期高齢者医療事業特別会計 323 660 △51.1% 

介護保険事業特別会計 106,173 104,467 1.6% 

水道事業会計 626,892 554,522 13.1% 

下水道事業特別会計（特環） 587,350 484,723 21.2% 

風力発電事業会計 491,503 471,091 4.3% 

下水道事業特別会計（特排） 9,341 8,208 13.8% 

農業集落排水事業特別会計 － 3,382 － 

大栄歴史文化学習館特別会計 19,528 19,229 1.6% 

計 2,176,312 2,063,990  

 

標準財政規模 5,727,740 5,620,854 1.9% 

実質赤字比率（％） ― ― ― 

 

  令和７年度の連結実質赤字比率は、すべての会計において、実質収支は黒字で資金不足

が生じた会計はなかったため、算定されませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

連結実質赤字額（実質収支額または資金不足額・剰余額） 
連結実質赤字比率 ＝                        

標準財政規模 
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③実質公債費比率 

  実質公債費比率とは、借入金の返済額およびこれに準じる額の大きさを指標化し、資金

繰りの程度を示すものです。この比率が高まると財政の弾力化が低下し、他の経費を削減

しないと収支が悪化し、赤字団体になる可能性が高まります。 

 

 

 

２ 資金不足比率の状況 

 

 

 分子の計算                            （単位：千円） 

項  目 令和７年度 令和６年度 令和５年度 増減額 

①公債費の元利償還金の額（繰上償還除く） 700,113 642,592 713,558 57,521 

②積立不足額を考慮して算定した額 0 0 0 0 

③満期一括償還の元金償還金 0 0 0 0 

④公営企業の公債費に要する繰入金 641,267 676,049 715,261 △34,782 

⑤一部事務組合等の公債費負担金等 19,922 28,603 29,930 △8,681 

⑥公債費に準ずる債務負担行為 265 1,122 1,122 △857 

⑦一時借入金利子 0 0 0 0 

     

公債費等額（①～⑦の計）Ａ 1,361,567 1,348,366 1,459,871 13,201 

⑧特定財源 Ｂ 38,432 34,662 19,157 3,770 

⑨普通交付税算入額 Ｃ 910,566 926,594 987,962 △16,028 

分子 計（Ａ－Ｂ－Ｃ） 412,569 387,110 452,752 25,459 

  

分母の計算 

項  目 令和７年度 令和６年度 令和５年度 増減額 

⑩標準財政規模 Ｄ 5,727,740 5,620,854 5,560,518 106,886 

⑪普通交付税算入額 Ｅ 910,566 926,594 987,962 △16,028 

分母 計（Ｄ―Ｅ） 4,817,174 4,694,260 4,572,556 122,914 

 

 

◆単年度比率                       （令和４年度＝１０．３％） 

 

        Ａ 1,459,871 －Ｂ 19,157 ―Ｃ 987,962    452,752 
 令和５年度＝                    ＝       ＝ ９．９％ 
          Ｄ 5,560,518 ー Ｅ 987,962        4,572,556      

公債費及び公債費に準ずる額－特定財源－普通交付税算入額 

実質公債費比率 ＝                        
標準財政規模－元利償還金に係る交付税算入額 
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        Ａ 1,348,366 －Ｂ 34,662 ―Ｃ 926,594   387,110 
 令和６年度＝                   ＝       ＝ ８．２％ 
           Ｄ 5,620,854 ー Ｅ 926,594      4,694,260         
 
 
        Ａ 1,361,567 －Ｂ 38,432 ―Ｃ 910,566   412,569 
 令和７年度＝                   ＝       ＝ ８．６％ 
           Ｄ 5,727,740 ー Ｅ 910,566      4,817,174       
 
 

 

 

 

 

 

過去３か年の実質公債費比率は、令和５年度が 9.9％、令和６年度が 8.2％、令和７年

度が 8.6％で、単年度の比率では令和６年度と比較して 0.4 ポイント増となりましたが、

３か年の平均は 8.9％で昨年比 0.5 ポイント減となり、早期健全化基準の 25.0％を大き

く下回る状況となっています。 

主な要因は、下水道事業債の完済に伴い「④公営企業の公債費に要する繰入金」が減少

したものの「①公債費の元利償還金」が大きく増加したことで分子が増加したことのほか、

標準財政規模が増加したことと交付税算入される地方債の償還が進んだことで「⑨⑪普通

交付税の算入額」が減となったことにより分母が増加したことにより、全体としては微増

となりました。 

また、過去のピーク時である平成 21 年度の 22.4％と比較すると、実質公債費比率は

13.5ポイント減少し、県内町村平均（9.9％）以下の比率となっています。 

今後は、青山剛昌ふるさと館や中央公民館大栄分館の建替等の大型事業による大きな

地方債借入を予定しているため、しばらくは増加していくと見込んでいます。 

 

 

 

④将来負担比率 

  将来負担比率とは、地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく

可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

を示すものです。この比率が高い場合は、標準財政規模に比べ将来負担額が大きいという

ことであり、今後、将来負担比率が増大することにより、財政上の問題が生じる可能性が

高くなります。 

 

 

 

 

将来負担額－充当可能財源等 
将来負担比率 ＝                        

標準財政規模－元利償還金に係る交付税算入額 

令和７年度実質公債費比率（３カ年平均）＝８．９％ 

- 147 -



分子の計算                            （単位：千円） 

項  目 令和７年度 令和６年度 増減額 

①地方債の残高 8,746,476 8,183,289 563,187 

②債務負担行為に基づく支出予定額 693 957 △264 

③公営企業債等繰入見込額 4,039,764 4,595,904 △556,140 

④組合等負担等見込額 259,441 218,900 40,541 

⑤退職手当負担見込額 721,834 790,270 △68,436 

⑥設立法人の負債額等負担見込額 0 0 0 

⑦連結実質赤字額 0 0 0 

⑧組合等実質赤字負担見込額 0 0 0 

将来負担額（①～⑧の計）Ａ 13,768,208 13,789,320 △21,112 

⑨充当可能基金 3,310,870 3,102,986 207,884 

⑩充当可能特定収入 267,002 298,018 △31,016 

⑪基準財政需要額算入見込額 8,204,521 8,506,738 △302,217 

充当可能財源等Ｂ（⑨～⑪の計） 11,782,393 11,907,742 △125,349 

分子 計（Ａ－Ｂ） 1,985,815 1,881,578 104,237 

 

 分母の計算 

項  目 令和７年度 令和６年度 増減額 

⑫標準財政規模 Ｃ  5,727,740 5,620,854 106,886 

⑬普通交付税算入額 Ｄ 910,566 926,594 △16,028 

分母 計（Ｃ－Ｄ） 4,817,174 4,694,260 122,914 

 

 

◆将来負担比率 

            Ａ 13,768,208－Ｂ 11,782,393   1,985,815   
   将来負担比率＝                 ＝      ＝４１．２％ 
            Ｃ 5,727,740 － Ｄ 910,566     4,817,174 

 

 

 

 

 

 

令和７年度決算では、令和６年度の 40.0％に対し 1.2ポイント増の 41.2%となりました。 

令和６年度と比較して微増となった主な要因については、将来負担額Ａのうち「①一般会

計債の地方債残高」が増加したものの、それ以上に下水道事業の地方債残高及び将来負担に

令和７年度将来負担比率＝４１．２％ 
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係る算入率の減などにより「③公営企業債等繰入金見込額」等の減少が大きく、将来負担額

Ａは減少したものの、充当可能財源等Ｂのうち「⑪基準財政需要額算入見込額」が下水道事業

債の償還等が進んだことで減額となったことにより分子が増（＋104,237千円）となったこと

のほか、普通交付税額等の増による⑫標準財政規模の増及び交付税算入される地方債の償

還が進んだことで⑬普通交付税算入額が減となり、分母も増（＋122,914千円）となったこ

とで全体としては微増となりました。 

また、将来負担比率は、過去のピーク時である平成 20 年度の 205.3％から徐々に減少し

てきていますが、県内町村平均（13.9％）と比較すると、依然として高い比率となっていま

す。 

今後は、青山剛昌ふるさと館や中央公民館大栄分館の建替等の大型事業による大きな地

方債借入を予定しているため、しばらくは将来負担比率も増加していくと見込んでいます。 

 

 

 

⑤資金不足比率の状況 

  資金不足比率とは、公営企業の資金不足額または剰余額を、公営企業の事業規模である

料金収入等の規模と比較して指標化し、経営状況の悪化の度合いを示すものです。 

 

 

 

 

 

                                   （単位：千円） 

区  分 

令和７年度 令和６年度 

資金不足額 

または剰余額 
事業規模 

資金 

不足 

比率 

資金不足額 

または剰余額 
事業規模 

資金 

不足 

比率 

水道事業会計 626,892 222,449 ― 554,522 224,679 ― 

下水道事業会計（特環） 587,350 280,750 ― 484,723 276,684 ― 

風力発電事業会計 491,503 347,253 ― 471,091 434,078 ― 

下水道事業会計（特排） 9,341 2,686 ― 8,208 2,708 ― 

農業集落排水事業特別会計 － － ― 3,343 4,684 ― 

大栄歴史文化学習館特別会計 19,528 173,730 ― 19,229 160,824 ― 

 

令和７年度の資金不足比率は、すべての会計において、資金不足はなかったため、算定

されませんでした。 

                資金不足額または剰余額 
資金不足比率 ＝       

事業規模 
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